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      少子化や核家族化、生活スタイルの多様化など、子育て家庭と子どもを取り巻

く環境が複雑に変化する中、子どもが将来に夢を持って健やかに成長できる環境

を築くためには、地域社会全体で子どもを支援していく体制づくりが重要となっ

ています。 

      このため、在宅の子育て家庭、ひとり親家庭、障がい児や医療的ケア児のいる

家庭、多子世帯、多胎児世帯等へ配慮のもと、子育て支援施策を総合的、計画的

に推進するほか、社会全体で子育てを支援するための気運の醸成や県民の意識の

啓発を図るとともに、子育て支援活動を行うＮＰＯやボランティア団体、企業、

地域住民等の各主体の役割が十分果たせるよう、必要な支援、情報提供等に努め

る必要があります。 

 

 

 

   （１）地域における子育てへの理解促進と家庭教育力の向上 
     ○ 市町等と連携しながら、様々な機会を活用し、地域住民等が一体となって子

育てを支援するための機運の醸成に努めます。 

     ○ 「えひめ教育の日」、「えひめ教育月間」での啓発事業を通じて、県民総ぐる

みで教育について考え、行動する機運の醸成に努めます。 

     ◎ 子育て経験者や専門家等が訪問等を通して情報や学習機会の提供を行うこと

により、相談体制の充実等、地域全体で家庭教育を支えていく基盤の形成を促

進します。 

     ◎ 家庭教育の充実に向けた職場づくりのために企業の経営者、従業員をあげて

自主的に取り組んでいる企業と協定を結び、互いに協力しながら愛媛県の家庭

教育の向上を目指します。 

第３目標 「家族・地域の愛情」で育む“えひめ” 

１ 地域で子どもを育む環境づくり（公的支援） 

現状と課題 

具体的な施策 

１ 地域で子どもを育む環境づくり（公的支援） 

２ 地域で子どもを育む環境づくり（民間と協働した支援） 

３ 安心できる小児医療体制の整備 
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 ○ 子どもの権利擁護のため、体罰や暴力が子どもに及ぼす悪影響や体罰によら

ない子育てに関する理解が社会で広まるよう、普及啓発活動を行います。 

 
 
   （２）身近な場所での子育て相談体制の充実 
     ◎ 全ての子育て世帯が、役所等に足を運ばなくても、気軽に悩みを相談したり

必要な情報を取得することができるよう、愛顔の子育て応援アプリ「きらきら

ナビ」による情報提供や掲載内容の充実に取り組みます。 

     ○ 市に設置した家庭児童相談室において、専門的知識を持った職員が家庭や児

童に関する様々な相談に応じます。 

     ○ 愛媛県総合教育センターに教育相談室を設置し、幼児の発達や子育てに関す

る相談を行います。 

     ○ 各市町に児童委員及び主任児童委員を配置し、子育てに関する援助相談を行

います。 

     ○ 市町の要保護児童対策地域協議会へ児童支援コーディネーターを派遣し、必

要な助言・技術援助を行うとともに、調整担当者を対象とした研修を実施し、

職員の専門性向上を通して同協議会の取組の強化を図ります。   

○ 愛媛県立子ども療育センターを核に、障がい児を対象とした医療、福祉、教

育にわたる総合的な相談体制の構築を行います。 

     ◎ 乳幼児の子育て活動の支援や乳幼児の親同士に交流の場を提供するなど、子

育ての負担感の緩和を図り、安心して子育てができるようきめ細かな子育て支

援サービスを提供する地域子育て支援拠点施設の設置促進を啓発します。 

     ○ 幼稚園における子育て支援の充実を支援します。 

     ◎ 妊娠期から子育て期にわたるまでの支援について、ワンストップで相談支援

を行う子育て世代包括支援センターの設置を促進します。 

○ 身近な市町における児童虐待防止と支援メニューの充実のため、子ども家庭

総合支援拠点の設置を推進します。 

○ ICT を活用した児童虐待等に係る相談体制を整備することにより、コロナ禍

でも安心して生み育てることができる環境づくりを推進します。 

 

 

 
 

目  標  指  標 基準値 目標値 担 当 

 
16 
 

家庭教育を支援する講座・学習会
の開催回数 

403 回 
（H30） 

469 回 
（R6） 

社会教育課 

 
17 
 

「えひめ家庭教育サポート企業連
携事業」協定締結企業数 

75 企業 
（H30） 

105 企業 
（R6） 

社会教育課 

 
18 
 

愛顔の子育て応援アプリ「きらき
らナビ」の総ダウンロード数 

12,371 件 
（H30） 

24,000 件 
（R6） 

子育て支援課 

 
19 
 

地域子育て支援拠点施設設置か所
数 

88 か所 
（H30） 

92 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
20 
 

子育て世代包括支援センター設置
市町数 

６市町 
（H30） 

20 市町 
（R6） 

健康増進課 

 

目標指標 
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      次代の社会を担う子どもたちが、その置かれた環境に関わらず、将来に夢を持

って健やかに成長するためには、行政のみで対応できる支援には限界があります。 

      このため、子育て支援活動を行うＮＰＯやボランティア団体、企業、地域住民

等と行政とが、それぞれの立場においてその役割と責任を果たすとともに、一体

となって相互に連携・協働しながら取組みを進めていくことが必要です。 

 

 

 

   （１）子育て支援の輪の拡大 
     ○ ＮＰＯやボランティア団体等、多様な主体による協働により、地域全体で子

育て支援に取り組む機運の醸成に努めます。 

     ○ 保育所や児童館等における子どもとのふれあいを通して、子育てを考え、子

育て支援活動に積極的に関わる人の輪を広げていきます。 

     ○ 四国 4 県と経済団体が連携して少子化対策の検討・実施を行う「四国少子化

対策推進委員会」等を通じ、四国４県の連携・協力による子育て世代を対象と

した支援事業を推進していきます。 

◎ 官民共同による「子どもの愛顔応援ファンド」を活用し、子ども及び子育て

世帯を支える施策を推進します。 

◎ 県と市町、県内紙おむつメーカーとの官民協働により、第２子以降を出生し

た世帯に、紙おむつ製品の購入に利用できる５万円分（約１年分）のクーポン

券「愛顔っ子応援券」を交付します。 

○ 子ども食堂や交流食堂の開設・運営をサポートし、子どもたちの食生活改善、

孤食解消や居場所づくりに努めます。 
 
   （２）地域における子育て家庭への支援体制の充実 
     ◎ 子育てを援助してほしい人と援助したい人をつなぐファミリー・サポート・

センターの設置・運営を支援します。 

     ○ 地域での高齢者の経験を活かした子育て支援活動など、学校・家庭・地域の

力を活用した子育て支援体制の確立をサポートします。 

     ◎ 子ども連れで気軽に外出できる環境づくりに積極的に取り組む店舗等を募集

し、「えひめのびのび子育て応援隊」として登録する取組みを推進します。 

 

 

 

 

目  標  指  標 基準値 目標値 担 当 

 
21 
 

愛顔の子育て応援事業における紙
おむつ購入券の交付率 

98％ 
（H30） 

98％以上
（R6） 

子育て支援課 

２ 地域で子どもを育む環境づくり（民間と協働した支援） 

現状と課題 

具体的な施策 

目標指標 
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22 
 

ファミリー・サポート・センターの
設置か所数 

12 か所 
（H30） 

13 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
23 
 

「えひめのびのび子育て応援隊」
登録店舗数 

2,182 件 
（H30） 

2,400 件 
（R6） 

子育て支援課 
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      小児医療現場では、大人に比べて診察・治療等における負担が大きいことなど

を背景に、小児科医の減少等が見られ、小児医療水準・小児救急医療レベルの低

下が懸念されています。 

      このため、子どもの状態が急変することの多い夜間等における救急医療体制の

充実や、長期治療・高額医療費負担を要する小児慢性特定疾病対策など、いつで

も安心して小児医療サービスを受けられる体制の整備が必要です。 

 

 

 

   （１）地域の実情に応じた小児救急医療体制の整備 
     ◎ 各圏域の小児救急医療機関として、小児救急医療サービスの確保を図ってい

きます。 

     ◎ 小児救急医療電話相談を実施し、小児患者の保護者等向けの電話相談体制を

整備することにより、地域の小児救急医療体制を補強します。 

     ○ 小児を含む救急患者の救命率の向上や後遺症の軽減等を図るため、ドクター

ヘリのより効果的・効率的な運用に努めます。 
 
   （２）小児科医師の確保 
     ○ 小児科医師の適正な配置等を行うため、医師確保対策について、国等に働き

掛けます。 
 
   （３）乳幼児の疾病の早期発見・早期治療 
     ○ 市町が実施する乳幼児医療費助成の底上げに努めます。【再掲】 

     ◎ 先天性代謝異常等の早期発見・早期治療により心身障がい児の発生を予防す

るため、新生児マススクリーニング検査を実施します。【再掲】 
 
   （４）疾病の予防 
     ○ 感染症を予防するため、予防接種の重要性についての周知を図ります。 

     ○ 予防接種センター（県立中央病院）において、かかりつけ医では対応しにく

い予防接種要注意者に対する接種や、予防接種の専門的な相談指導を推進しま

す。 
 
   （５）小児慢性特定疾病児童等及びその家族の支援 
     ○ 慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養を必要とする児

童等の健全育成及び自立促進を図るため、小児慢性特定疾病児童等及びその家

族からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行います。 

     ○ 長期にわたり医療施設において療養を必要とする児童の家族等に対する宿泊

及び休養の施設「ファミリーハウスあい」の運営により、小児慢性疾病児童等

及びその家族を支援します。 

 

  

３ 安心できる小児医療体制の整備 

現状と課題 

具体的な施策 
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目  標  指  標 基準値 目標値 担 当 

 
24 
 

小児救急輪番制の実施地域数 
４地域 
（R1） 

４地域 
（R6） 

医療対策課 

 
25 
 

小児救急医療電話相談の実施日数 
毎 日 
（R1） 

毎 日 
（R6） 

医療対策課 

 
26 
 

県内医療機関等における新生児マ
ススクリーニング検査の実施率 

100％ 
（H30） 

100％ 
（R6） 

健康増進課 

 

  

目標指標 
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      乳幼児期は、人間形成の基礎が培われる非常に重要な時期であることから、満

３歳～就学前の幼児を対象とした幼稚園、０歳からの共働き家庭等の乳幼児を対

象とした保育所、幼稚園と保育所の機能を併せ持つ認定こども園等の施設におい

て、幼児教育・保育サービスが提供されています。また、平成 27 年度から開始

された「子ども・子育て支援新制度」では、小規模保育事業、家庭的保育事業・

事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業（以下「家庭的保育等事業）という。）が

市町の認可のもと、実施されています。さらに、令和元年 10 月から幼児教育・

保育の無償化が開始され、３～５歳の子どもと０～２歳の住民税非課税世帯の子

どもの利用料が無償化されました。 

      このため、乳幼児期において、それぞれの施設・事業で幼児教育・保育の質の

向上や利用者の多様なニーズに的確に応えられるサービスの充実を図っていくこ

とが必要です。 

 

 

 

   （１）教育・保育サービスの充実 
     ◎ 地域の実情を反映して市町が提供する、教育・保育サービスの量が確保でき

るよう支援します。 

     ○ 教育と保育を一体的に提供する認定こども園の普及を促進します。 

     ○ 子どもにとって保護者との愛情・信頼関係の中で育つことが最も大切な時期

であることから、家庭的保育等事業をあらゆる機会を通じて啓発した上で、増

加傾向にある低年齢児（０～２歳）保育の受入れニーズに適切に応えていきま

す。 

     ◎ 市町が実施する一時預かりや延長保育、病児・病後児保育など、多様な保育

第４目標 「希望する幼児教育と保育」が受けられる“えひめ” 

１ 幼児期の教育・保育の充実 

現状と課題 

具体的な施策 

１ 幼児期の教育・保育の充実 

２ 放課後児童対策の充実 

３ 地域子ども・子育て支援の充実 
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ニーズへの対応や、保育サービスネットワークの構築を支援します。 

     ◎ １か所で一時預かりや延長保育、休日保育など、多様な保育ニーズに応える

多機能保育施設・事業の整備を支援します。 

     ○ 提供主体の如何にかかわらず、利用者の保育ニーズに応じた多様なサービス

の提供状況により、その活動を評価する仕組みを検討します。 

     ○ 保育人材の処遇改善等、多様な保育サービスの拡充に必要な人材の確保に努

めます。 

     ◎ 育児経験者等を対象とした子育て支援員について、市町と連携して養成に努

めます。 

○ 自己評価・学校関係者評価等の実施を市町等に働き掛けます。 

     ○ 保育所における保育の特性を生かしつつ、常に保育の内容や方法を見直し、

改善・向上が図られるとともに、子どもが健康で安全に生活できる場となるよ

う努めます。 

     ○ 保育士の需給バランスを見極めながら、潜在的な人的資源の活用や研修を通

じた資質向上に努めます。 

     ○ 家庭的保育等事業と教育・保育施設の連携を推進します。 

     ○ 会議や文書等を通じて、行政情報等の提供に努めます。 

     ◎ 自己評価・学校関係者評価の実施、公表、報告を推進します。 

     ◎ 幼稚園における預かり保育の拡充と質の確保を支援します。 

     ○ 県内でも共働き世帯の増加等を背景とした待機児童が発生していることから、

県及び全市町が参画する協議の場を設置し、待機児童対策を促進します。 
 
   （２）教育と保育それぞれの特長を活かしたサービスの提供 
     ◎ 教育と保育を一体的に提供する認定こども園の普及を促進します。 

     ○ 子ども・子育て支援新制度に基づき教育・保育を提供する施設・事業につい

て、その提供される教育・保育に係る情報の公表に努めます。 
 
   （３）教職員の資質及び専門性の向上 
     ○ 教職員の経験に応じた研修の充実に努めます。 

     ○ 認定こども園、公私立幼稚園、保育所等の関係者がともに参加する研修機会

の充実に努めます。 

     ○ 研究団体主催の研修の支援に努めます。 
 
   （４）幼児の小学校への円滑な接続 
     ○ 認定こども園、幼稚園、保育所等と小学校との連携を促進します。 

     ○ 保・幼・小連携教育の研究を充実させ、その成果の発信に努めます。 

     ○ 幼保・幼小間の長期派遣研修や人事交流を生かした教育活動の推進に努めま

す。 
 
   （５）認可外保育施設利用者の安心感の向上 
     ○ 認可外保育施設設置者とともに、認可外保育施設に入所している児童の処遇

改善と福祉の向上を図ります。 

     ○ 認可外保育施設については、届出の指導及び立入調査等により、保育の質の

確保と適正な運営が行われるよう指導監督基準に基づき、指導・助言に努めま

す。 
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目  標  指  標 基準値 目標値 担 当 

 
27 
 

待機児童数 
25 人 
(R4) 

0 人 
（R6） 

子育て支援課 

 
28 
 

施設型給付に係る処遇改善等加算
Ⅱの取得率 

74.3％ 
（R3） 

80.4％ 
（R6） 

子育て支援課 

 
29 
 

一時預かりの実施施設数 
220 か所 
(R3) 

273 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
30 
 

病児・病後児保育（ファミサポ事業
の病児・緊急対策強化事業を含
む。）の延べ利用者数 

11,374 人 
（H30） 

21,280 人 
（R6） 

子育て支援課 

 
31 
 

子育て支援員認定数 
864 人 
（H30） 

2,056 人 
（R6） 

子育て支援課 

 
32 
 

学校関係者評価の実施率（公立） 
100％ 

（H30） 
100％ 
（R6） 

義務教育課 

 
33 
 

私立幼稚園等における預かり保育
実施園数 

103 園 
（H30） 

103 園 
（R6） 

子育て支援課 

 
34 
 

認定こども園の認可・認定数 
74 か所 
（H30） 

136 か所 
（R6） 

子育て支援課 

    ※29 一時預かりは、幼稚園における在園児を対象としたものを除き、トワイライトステイ
を含む。 

 

 

  

目標指標 
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      共働き家庭等が増加する中、児童の小学校就学を機に、仕事と育児の両立が困

難となるいわゆる「小１の壁」問題が生じており、児童が放課後や長期休業中を

安全・安心に過ごすことができる居場所の整備が課題となっています。 

      また、次代を担う人材の育成の観点からも、共働き家庭等の児童に限らず、全

ての児童が放課後等における多様な体験・活動を行うことができる環境の整備が

重要です。 

      このため、保育の利用者が引き続き就学後も利用できるよう、「新・放課後子ど

も総合プラン」に基づく放課後児童対策の充実に加え、全ての児童を対象として

総合的な放課後対策を講じていく必要があります。 

 

 

 

   （１）放課後児童対策の総合的な推進 
     ◎ 放課後児童クラブや放課後子ども教室の設置を促進します。 

     ○ 放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的又は連携した実施を促進し

ます。 

     ○ 放課後児童クラブ等の障がい児の受入れを促進します。 

○ えひめこどもの城をはじめとした県内児童館における子どもの居場所づくり

を推進します。 

○ 市町や民間団体等と連携し、長期休暇等における子どもの居場所や体験活動

の提供を推進します。 

 
 
   （２）職員の資質及び専門性の向上 

     ○ 放課後児童支援員となるための研修や、従事者への専門研修を実施します。 

     ○ 放課後児童クラブと放課後子ども教室の関係者がともに参加する研修を実施

し、研修内容の充実に努めます。 

 

 

 
 

目  標  指  標 基準値 目標値 担 当 

 
35 
 

放課後児童クラブの登録児童数 
14,142 人 
（H30） 

16,478 人 
（R6） 

子育て支援課 

 
36 
 

放課後子ども教室の設置数 
122 か所 
（R1） 

137 か所 
（R6） 

社会教育課 

 
37 
 

放課後児童支援員認定数 
1,120 人 
（H30） 

2,300 人 
（R6） 

子育て支援課 

 

２ 放課後児童対策の充実 

現状と課題 

具体的な施策 

目標指標 
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      核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等により、子育てに対する助言や支

援、協力を得ることが難しくなっており、子育てをめぐる地域や家庭の状況は厳

しいものとなっています。そのような中、虐待、貧困といった社会的支援を必要

とする子どもや家族が増加しています。 

      このため、共働き家庭だけでなく全ての家庭が、身近な地域において様々な子

育て支援が受けられる体制の整備を図っていく必要があります。 

 

 

 

   （１）地域における子育て家庭への支援体制の充実 
◎ 乳幼児の子育て活動の支援や乳幼児の親同士に交流の場を提供するなど、子

育ての負担感の緩和を図り、安心して子育てができるようきめ細かな子育て支

援サービスを提供する地域子育て支援拠点施設の設置促進を啓発します。【再

掲】 

◎ 子育てを援助してほしい人と援助したい人をつなぐファミリー・サポート・

センターの設置・運営を支援します。【再掲】 

◎ 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報を提供したり、必要に応じ

相談に応じたり助言を行ったりしながら関係機関との連絡調整を行います。 

○ 生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもを対象に、生活困窮者自

立支援法に基づき、子どもの学習・生活支援事業を実施し、学習支援や進路選

択に関する相談や居場所づくり等の支援を行います。 

○ 官民共同による「子どもの愛顔応援ファンド」を活用し、子ども及び子育て

世帯を支える施策を推進します。【再掲】 

 
 
   （２）子育ての負担や不安、孤立感の解消 

     ◎ 家庭での保育が一時的に困難となった場合、一時的に預かり、必要な保育を

提供します。 

     ◎ 家庭で養育を受けることが一時的に困難となった場合、里親宅や児童養護施

設等で必要な保護を行います。 

◎ 保育が必要な子どもが、通常の保育所等の利用日及び時間以外の日及び時間

においても保育を必要とする場合、必要な保育を提供します。 

◎ 保育が必要な病気の子どもに、病院・保育所等に付設された専用スペースで

の一時的な保育を提供します。 

○ 労働者の育児に必要な資金需要に応えるため、金融機関と協調して低利の融

資制度を運用し、利用促進に努めます。 
 
 

 

 

３ 地域子ども・子育て支援の充実 

現状と課題 

具体的な施策 
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目  標  指  標 基準値 目標値 担 当 

 
19 
 

地域子育て支援拠点施設設置か所
数【再掲】 

88 か所 
（H30） 

92 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
22 
 

ファミリー・サポート・センターの
設置か所数【再掲】 

12 か所 
（H30） 

13 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
38 
 

利用者支援事業実施か所数 
20 か所 
（H30） 

35 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
29 
 

一時預かりの実施施設数【再掲】 
220 か所 
(R3) 

273 か所 
（R6） 

子育て支援課 

 
39 
 

子育て短期支援（ショートステイ）
実施市町数 

７市町 
（H30） 

12 市町 
（R6） 

子育て支援課 

 
40 
 

子育て短期支援（トワイライトス
テイ）実施市町数 

２市 
（H30） 

11 市 
（R6） 

子育て支援課 

 
28 
 

施設型給付に係る処遇改善等加算
Ⅱの取得率【再掲】 

74.3％ 
（R3） 

80.4％ 
（R6） 

子育て支援課 

 
30 
 

病児・病後児保育（ファミサポ事業
の病児・緊急対策強化事業を含
む。）の延べ利用者数【再掲】 

11,374 人 
（H30） 

21,280 人 
（R6） 

子育て支援課 

 
 
 
 
 

 

目標指標 


